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して当国 の僅かな資源、労働そして資本はここ20 年来勤労者階級に より強力に 自由に開発されて驚
異的な繁栄がもたらされた。「私はスイス工業地帯 の労働者階級の間ほど、繁栄 が か くも下 層 まで
行きわた り、かくも拡がっている国は知らない」とハウリングは賞賛する。しかも彼らの殆 んどは




当時のスイスも文化圏としては言語に より、 ドイツ、フ ランスそしてイタV ア語圏として大別さ
れてしヽ だ。フ ランス語圏（当国の西部）では時計、 オルゴール、宝 飾品が専ら生産され、ドイツ語




「時間と経験 とが、商人と製造業者双方の懸念 と恐れとを減少させた」 と観察する(13)。即ち行論 で
示される如く、当関税同盟によりドイツ地域との交易減少が起ろうとも、他国との交易がそ れを補
填する。 また外国市場でもスイス商品は、低価格を武器に、ドイツのそれと競合できる。 では当国
の経済活動 の特徴は何か。 スイス自由経済はまず資本 と労働の移動を極めて容易に する。「スイ ス
の繁栄ほど成長がゆるやかで、同時にその基礎 の堅固なものはない」のである。さらに資金蓄積が
大きいとい う特徴があった。スイス、特にバーゼルの金融業者はフランスのミュル ーズを初めとし
てアルザス地方の工業資金 の必要に答えている。 結局、「国民 の間の活動と勤労 の習慣に結 びつい
た富の豊富な供 給一 消費物資への無課税、安上りの政府 と裁判所一 中庸 の賃金、そして附加労
働への要求を越えない人 口は、周辺諸国に比べてス イスに大きな利益を与え、こ うした利益は、か
の諸国が採択した規制手段とそれらが消費者に課した新租税に よって増 大した のであ った」（14）。 ま
た1833 年にスイス連邦議会は当国の外国貿易の方針如何について、6 人委員会を設け 、そ れに答申
を依頼したが、当委員会の最初の報告書は、自由貿易政策の存続を勧告するとともに、ヨーロッパ
の関税戦争からは、極力中立を維持すべきことを答申した。 まず当国とドイ ツ関税同盟の結合で実
現する当国のプ ロシア化への恐れであ力、ヨ ーロッパを二分する利益団体から、 スイスは中立を守
ることが肝要であった。 さらに当国 が関税局を設置することにも異議をのべる、「スイ スの利益は、
その市民の完全な自由貿易を求める」のであった。
結局この委員会は次の7 つの決議を行な うが、当時のスイス連邦の経済政策の基調となるもので
あ り訳出に価し よう。I. 当連邦は既存 の商工業の自由制度を貫徹す ること。 Ⅱ。いかなる状態が






























































造業者、2 ）織布工、3 ）絲巻工そして4 ）刺しゅう工の4 層に分類される。製造業者は財産と才












ツェルヴェーガーはスイス商工業の特徴は次の6 条件に基礎をおくと指摘する。即ち1 ）1 平方
マイル当り9,000人を超える人口密度の濃さ、2 ）統一国民的感情と労働の家族成員への配分、3 ）



























































































トゥールガウ州民 工人当りの課税額はイギリス人のそれの5 分の1 に達せず、地方税を別にして、
レ
打撃を受けた。
児童は5 歳から教育される。全地租税の5 分の2 は教育費に支出される。1833年クロイツリソゲソ
には師範学校が設置された。当州民はたしかに教育熱心であり、1834年の教育報告書によれば、当州
の初等学校は251校16,892人(男子8,321人、女子8,571人)が就学しており、その全住民に対する割合

















































それは3,500万フランであり、この小都市がフランスのそれの7 分の2 を達成している。1834 年の



























































































ジa ソ・ ハウ リング著 『スイス商工業 報告書 』、 ロンド ン、1836 年253
イ ス国 内 のみ では な く、 ドイ ツを 初 め とし て北 ヨ ーロ ッパに も 拡げ てい る。 当 市 内 の 絹織 物取 り引
きは9 ヶ月 の 信用 売 りで も行 なわ れ る が、 通常 は 現金 決 済 が主 であ る。 ミラ ノと 当 市 は5 日で結 ぼ
れて お り、 大 きな 価格 差 が 生れ る こと はな い。 当 商業 に よる収益 も決し て大 き くは な い。 スイ ス絹
工 業 は発 展 し てい る が、 中 小製 造 業 者数 を 把 握す る こ とは難 か しい。 た だ当 工業 は バ ―ゼル 市州 と
当 州 とが二 大 生産地 であ る。 前者 は 専 ら絹 リボ ン製造 を 行 ない 、製 造業 者 の多 くは 大 資本 家 で あ り、
少な い利 益 に も拘 らず 営業 を 続行 し てい る。後 者 で は現在 約10,000 台（1 台 約750 フF リソ）の織 機
が稼 働 して い る。 そ の製 造 は農村 家 内工 業 で 行な わ れ る。 絹 商業 に は約13,000 人 が 従 事 して い る。
当 州 の絹 織物 は、 前者 に 比 べて厚 地 の フ ロレ ン テ ィソ、 ナ ポ リ、 ベ ル リ ン織 、 タ フ タ 、 レ ヴ ァ ソ
テ ィ ソそ し て ハ ンカ チ等 で ある。 また フ ラン ス の リョ ンとい う有名 かつ 強力 な 競 争 相 手 もい る のに、
当 国 絹工 業 の繁 栄 は何 に 由来 す る のか。 ミ ュラ ール も完全 な商業 の自 由と、 これ に 結 びつ い た 農村
家 内工業 、 労 働者 の節 約 、大資 本 を 必要 とし ない 経営 型 態に 由 来す る との べ る。 絹 織 物価 格 で は末
仕上 織布 価 格 が大 き な割 合を 占め 、 精製 業 者 の利 益 は僅 少 であ る。勿 論 他方 に お い て は 当州 で も経
営改 良 が行 な われ てお り、 ネ クタイ や他 織 物用 に300 台 以上 の ジ ャカ ー ド｀機 が 導 入 さ れて い る。
チ ュ ーリ ッヒ州 の綿 工業 は15 世 紀 か ら発 展 した 。そ れは主 と し て チ ュ■ リ ッ ヒ 市 と ウ ィ ン タ ー
ト ゥールで 営 まれ 、現 在 で も変 ってい ない。1802 年 か ら 水力紡 績 機が 使用 さ れ、1807 年 に 漸 くこ れ の
改良 された 機 械 が稼働 を 始め た。これ に は当 州 の機 械製 造 企業 エ シ ャ ー（Escher ）社 の 貢 献 が 大 き
い。 当州 の原 綿消 費 は30,000 セ ン ト ウェイ トで あ り、専ら 太番 手 綿絲 用 であ る。当工 業 に は 約5,000
人が 働 き、週 賃金 は男 子3.5 フ ロ リン、 女子2 フ ロリ ンそし て児 童 は1.5 フ ロ リン 懲あ る。 織 布 工は
約12,000 人 他 の4,000 人 は当 工業 のそ の他 職種 に 従事 し てい る。 彼 らは 毎年800,000 反 の綿布 を 生産
す る。 なお 当 州に は19 の捺 染 企業 が 活動 し て 、年 間100,000 反 のそ れを 染 色す る。 イ ギ リ ス か ら は80
～150 番手 の高 級綿 絲 を輸 入し て い る(50）。
ハ ウ リン グが チ ュ ーリ
ッヒ市を 訪 問 して い た1835 年 に 、 それ ま で の商 人 会 館を 拡大 発 展 させ た州
立商 業 会議所 が設 立 され てい る。 当 会 議は 当 州 の商工 業 活動 の振興 を 目的 とした ので あ る が、 こ こ
にお い て も厳 格な 関税 政 策 の拒否 即 ち 自 由貿 易主 義 の 堅持 が当 然 の こと とし て強 調 され てし る。 大
陸制 度 廃止後 ザ ク セン と スイス が 自由 貿 易政 策を 採 用 して いた の であ るが 、 前者 が ドイ ツ関 税 同盟
／。 χ ・
に加 った現 在 で も、 当国 は 独立 の喪 失 に も連 な る 自由 貿易 主義 を放 棄す る こと は不 可 能 な ので あ っ
た（51)
8 ．アールガ ウ ’・
アールガウ州の住民は約20万人で、1803年調査時の144,095人に比べて38パーセントの増加であ



















ング～1 ポンド3 シリング)、14～18歳の児童は、同じく、3 ～5 バッツェソ、家内工業織布工は4




















































ジュネーヴ市の資本は高価格の土地には投下されず次の4 部門即ち1)3 ～4 ％利子を約束する



























(1)J.Bowring,ReportonthecommerceandmanufacturesofSwitzerland,London,1836 一一一以 下 でBowring,Report
と暑記－一一.(2)L,Brown,TheBoardofTradeandthefreetrademovement1832

























ソデアミュール・ブルクハルトについてはIbid.,33 －56.Tiirler,H.B 。op.,vol.vn 。295f. 上野喬，「グリス
トフ・ベル スーリの反 ツンフト論－ スイス産業革命期の「営業の自由」論- 」，東洋大学大学院 『紀
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